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【事実の概要】
訴外A会社は、昭和38年に設立された、環境衛生及び清掃様資機材等の製造
及び販売、料理飲食店等の経営並びにこれらの事業を経営するフランチャイズ店
に対する経営指導及び業務委託等を目的とする株式会社である。A社は、資本
金113億5294万6000円、発行済株式総数1399万2472株であり、事件当時は非上場
の会社であ
(１)
った。
本件の概要を時系列に沿ってまとめるとおよそ以下の通りである。
A社が全国でフランチャイズ展開していた「ミスタードーナツ」において、
平成12年５月から「大肉まん」のテスト販売が開始され（製造は訴外 B社）、同年
10月６日には本格的に販売が開始された。ところが、同年11月30日、訴外 C社
の代表取締役である訴外Nより、「大肉まん」に、日本では使用が許されていな
い添加物
(２)
TBHQが含まれている旨が、A社商品本部プロダクトマネージャーで
ある訴外 Gに告げられる。Gは直ちにこのことをA社取締役事業本部長である
訴外 Eに報告し、Eは事実関係を至急調査するよう指示した。その結果、同年
12月２日に TBHQが「大肉まん」に混入している事実が判明し、EはA社フー
ドサービス事業グループ担当専務取締役である Dに対して当該事実を報告した。
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（１) データは平成13年６月27日時点のもの。なお、同社は、平成18年12月12日、東京証券取
引所第一部及び大阪証券取引所第一部に上場している。
(２) ターシャリーブチルヒドロキノン。Y社による「大肉まん」販売当時、TBHQは「人
の健康を損なうおそれのない場合として」厚生大臣による指定を受けておらず、製造・販
売・輸入等が禁止されていたものであった（平成11年改正前食品衛生法６条）。
D及び Eは、同年12月８日ころ、「大肉まん」につき、加盟店や国内外の倉庫等
に「大肉まん」の在庫が残っている限度で販売を継続することを決定した。最終
的に、A社は、同年５月～12月20日ころまでの間に、TBHQが含まれた「大肉
まん」を、テスト販売期間中に販売したものを含め、1,314万個販売した（その
うち12月１日以降に販売されたものは約300万個であった）。
同年12月13日、A社はNに対し、口止め料として800万円を支払い、同月15日
にも2,500万円を支払った。
同年12月29日、「大肉まん」に異物が含まれていることをA社取締役生産本部
運営本部長である訴外 Fが知り、当該事実が当時A社生産本部担当専務取締役
であったY?にも伝わった。Y?は Eに電話して、かかる事実関係を確認したが、
Eより「『大肉まん』に未認可添加物 TBHQが混入していた事実はあったが、
害のないものであることが判明したので販売した、在庫は残っておらず、その件
の処理は既に済んでいる」との報告を受け、これを了承し、それ以上の措置を具
体的に講ずるようなこともせず、また、かかる事実関係を当時A社の代表取締
役会長兼社長であったY?や同社取締役会に報告することもしなかった。
平成13年１月18日、Eは、他会社より3,000万円を借り入れ、同日、Nに対し
て同額を支払った。
同年２月８日ころ、Y?が未認可添加物混入の事実を知り、D及び Eから事情
説明を受ける。しかしながらY?は、D及び Eの報告に対して、別段の指示をす
ることはなく、事実上その措置を了承した。そして同日、Y?はA社総務本部担
当の常務取締役であるY?には経過を説明したものの、やはりA社取締役会に
報告するなど、それ以上の措置をとることはなかった。
同年５月18日、Y?が Dによる3,000万円の借入れとNに対する金銭供与の事
実を認識し、また同年７月中旬には、A社取締役Y??が、TBHQを含んだ「大
肉まん」を販売したことおよびNに対する支払を認識する。
同年７月18日ころより、Y?、A社取締役Y?、Y?、A社監査役Y?の４名によ
り事実関係の確認作業が開始され、詳細な経緯が判明する。その他の被告であ
る、A社取締役Y?・Y?・Y?についても、当該事実関係を認識したのは７月中
旬以降のことであった。
同年９月18日、A社において、Y?・Y?・Y??・Y??ほか計８名で構成の「MD
調査委員会」が発足し、同年11月６日付でY?宛てに調査報告書が提出された。
その内容は、D及び Eの善管注意義務違反を認定するとともに、担当者の処分
と、Nとの取引関係の速やかな解消を求めるものであったが、消費者への対
応・マスコミへの公表の要否等については触れられなかった。
そして同年11月29日にA社取締役会が開催されるまでの間に、Y?・Y?・Y?・
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Y?の間で、これらの事実関係については、自ら直ちに積極的に公表することは
しないことが非公式に決定された。
11月29日の取締役会において、Dの辞任およびY??（ミスタードーナツカンパニ
ー社長）の減給処分等が決定された。また事実関係の非公表について、これを承
認する旨明示の議決はなされなかったが、そのことを前提として他の議案が可決
された。
平成14年５月15日、厚生労働省に対する匿名の通報があり、保健所による大阪
府下のミスタードーナツ店８店舗に対する立入検査が行われ、TBHQ混入の
「大肉まん」販売がマスコミの知るところとなる。５月20日、A社は記者会見を
開き、本件販売の事実を公表した。翌21日以降、新聞等のマスコミで大きく報道
される。５月31日には、大阪府により、A社に対する「大肉まん」の仕入れ・
販売禁止処分がなされ、同日、A社は、Y?・Y?・Y?・Y?・Y??・Y??をそれぞ
れ処分した。
同年６月20日にA社は、「A社再生委員会」を発足させ、同年９月25日、Y?
宛てに報告書を提出している。
平成15年９月４日、A社は、本件販売を理由に、食品衛生法違反の罪で、罰
金20万円の略式命令を受けた。
A社は、本件販売に絡み、上記のようにNに対して合計6,300万円の支払を行
ったほか、第41期（平成14年４月１日～平成15年３月30日）において、合計105億
6,100万円の出捐を行
(３)
った。
A社株主であるXは、A社が、①平成11年改正前食品衛生法６条に違反して
無認可添加物 TBHQを含む「大肉まん」を販売したこと、②無認可添加物が使
用されていると知りながらも販売を継続したこと、③無認可添加物の使用を知ら
せてきたNに対して6,300万円を支払ったこと、④販売終了後も事実の公表を怠
ったことについて、当時の役員らが、上記支払および出捐の合計額である106億
2,400万円の損害をA社に与えたと主張して、同人らに対して右損害につき平成
17年改正前商法266条１項５号・277条・278条に基づき、連帯して同社に賠償す
るよう求め、提訴した。
原審である大阪地方裁判所は以下のように判示し、Y?に対する請求を一部認
容したほかはXの請求を棄却
(４)
した。
(３) その内訳は、ミスタードーナツ加盟店に対する営業補償として57億5,200万円、キャン
ペーン関連費用として20億1,600万円、CS組織員さん優待券及び SM・MM 等特別対策費
用ほかとして17億6,300万円、新聞掲載・信頼回復費用として６億8,400万円、飲茶メニュー
変更関連費用として３億4,600万円である。
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① TBHQ使用にかかる善管注意義務違反について
?食品を販売する会社であるからといって、他の食品製造業者から食品の供給
を受ける際、当然にかつ一律に、自社においても独自に検査等をしなければなら
ないとか、試作品製造過程に自社の人材を派遣しなければならないということは
できず、…A社としては、平成12年当時、訴外 C社から『大肉まん』の供給を
受けるについて品質確保のために必要な措置を講じていなかったとまでは認める
ことができないから、この点に関する限り、当時フードサービス事業グループ担
当専務取締役であった D及びミスタードーナツ FC本部長取締役であった Eに
ついて、業務担当取締役又は使用人兼務取締役としての善管注意義務違反は認め
られない。」
②「大肉まん」販売にかかる善管注意義務違反について
?健全な会社経営を行うためには、目的とする事業の種類、性質等に応じて生
じる各種のリスク、例えば、信用リスク、市場リスク、流動性リスク、事務リス
ク、システムリスク等の状況を正確に把握し、適切に制御すること、すなわちリ
スク管理が欠かせず、会社が営む事業の規模、特性等に応じたリスク管理体制
（いわゆる内部統制システム）を整備することを要する。
もっとも、整備すべきリスク管理体制の内容は、リスクが現実化して惹起する
様々な事件事故の経験の蓄積とリスク管理に関する研究の進展により充実してい
くものである。したがって、現時点で求められているリスク管理体制の水準をも
って、本件の判断基準とすることは相当でないというべきである。また、どのよ
うな内容のリスク管理体制を整備すべきかは経営判断の問題であり、会社経営の
専門家である取締役に、広い裁量が与えられているというべきである。」
?A社は、当時、担当取締役は経営上の重要な事項（販売していた食品に食品衛
生法上使用が許されていない添加物が混入していたことは、食品を販売する会社にとっ
ては経営上極めて重要な問題であるのは明らかである。）を取締役会に報告するよう
定め、従業員に対しても、ミスや突発的な問題は速やかに報告するよう周知徹底
しており、違法行為が発覚した場合の対応体制についても定めていた（「内部摘
発」による違法行為の発覚も想定されている。）。また、その上で、実際に起こった
食中毒に関する企業不祥事の事案を取上げて注意を促すセミナーも開催していた
ものである。これらを総合してみると、A社における違法行為を未然に防止す
るための法令遵守体制は、本件販売当時、整備されていなかったとまではいえな
(４) 大阪地判平成16年12月22日金判1214号26頁。同判決の評釈として、伊勢田道仁「判批」
関学57巻１号85頁（2006年）、高橋均「判批」金判1235号57頁（2006年）、小林量「判批」リ
マークス32号80頁（2006年）がある。
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いものというべきである。
なお、確かに、本件の場合、…フードサービス事業グループの外の機関（取締
役会を含む。）に対しても上記事実を報告していれば、本件販売継続が決定されな
かった可能性があることは結果論としては否定できない。しかしながら、…本件
は、…事業部門の最高責任者であった D及びこれに次ぐ地位にあった Eが、稟
議規定に違反して上記事実を取締役会に報告せず秘密裏にあえて違法行為を行う
という意思決定をしたという事案であり、本件販売当時、そのような場合をも想
定して、従業員に対し、自己の属する事業部門の指揮命令系統に従って情報を伝
達するのみならず、当該事業部門の外にある機関にも同じ情報を伝達することを
義務づける体制を構築しておかなければならなかったとまではいうことができな
い。
…A社における違法行為を未然に防止するための法令遵守体制は、本件販売
当時、整備されていなかったとまではいえないから、被告取締役らについて善管
注意義務違反は認められない。また、Y?について、監査役としての善管注意義
務違反も認められない。」
③Nへの支払にかかる善管注意義務違反について
?各事業分野ごとに自律性・独立性の高い…組織体制を構築する以上、…本社
部門にどのような内容の経理体制を整備すべきかは、経営判断の問題であり、会
社経営の専門家である取締役に、広い裁量が与えられているというべきである。」
?経理本部が事業部門の出捐の必要性、相当性等を審査する体制を構築しなか
ったからといって、当時経理担当取締役であったY?について、使用人兼務取締
役としての善管注意義務違反は認められない。
したがって、当時代表取締役会長兼社長であったY?について、監督義務の懈
怠は認められず、同被告を除くその余の被告取締役らについて、監視義務の懈怠
は認められない。また、Y?について、監査役としての善管注意義務違反も認め
られない。」
④「大肉まん」販売認識後の対応について
?Y?が本件販売の事実を積極的に公表する等の措置をとらなかったことについ
て善管注意義務違反は認められない。」
?Y?は、本件販売が行われた直後の平成12年12月29日ころに、『大肉まん』に
使用が許されていない添加物が含まれていたことを知ったものであるところ、…
取締役が、具体的な法令に違反する可能性のある事実を認識した以上、担当取締
役から合理的な説明（例えば、既にとった具体的対応策や客観的な証拠を示しての法
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令違反の事実がない等の説明）がされるなどの特段の事情が認められない限り、役
員協議会（取締役会）に対して報告するか、少なくとも業務執行機関の最高責任
者である代表取締役社長等に報告しなければならない善管注意義務を負うに至る
ものと解する。」
?Y?は、…少なくとも、…代表取締役会長兼社長のY?に報告しなければなら
ない善管注意義務を負っていたものといえる。しかるに、Y?は、上記義務を怠
ったものである。」
⑤「大肉まん」販売認識後の対応と損害との間の因果関係について
?Y?が、『大肉まん』に使用が許されていない添加物が含まれていたという事
実を当時代表取締役会長兼社長であったY?に報告していたとすれば、Y?が取
締役会を招集するか、あるいは自らの職務権限を行使して、本件販売の対象とな
った『大肉まん』を回収する措置を早期に講じる可能性があったといえる。ま
た、Y?が上記報告をしていれば、本件支払のうち、平成13年１月18日に、Dが
Nに支払った3000万円については、支払を止めることが可能であったと推認さ
れる。さらに、マスコミは、本件販売及び本件支払について、A社が食品衛生
法上使用が許されていない添加物を使用した『大肉まん』の販売を故意で継続す
るという食品衛生法違反行為を行ったこと及びそれにからんで当該事実を指摘し
た業者に『口止め料』を支払っていたこと、Y?により隠ぺいがされたこと等の
疑惑等を大きく報道しているところ…、Y?の善管注意義務違反がなければ、同
年１月18日支払の3000万円の支払を防止することはもちろん、既に支払済みの
3300万円についても早期解決が図られた可能性も否定できないし、その後の隠ぺ
い疑惑も生じる余地がなかったから、マスコミによる上記報道の内容も相当程度
異なっていた蓋然性があったと推認される。そうすれば、A社のミスタードー
ナツ事業及びその他の事業の信用が損なわれ、売上げが減少したことによって、
同社が負担しなければならなくなる費用を本件出捐の額よりも少なくすることが
できる蓋然性があったと認められる。
したがって、Y?の善管注意義務違反行為と本件出捐及び本件支払のうち平成
13年１月18日支払の3000万円との間の法律上の因果関係が否定されることはな
い。」
?しかしながら、…Y?に対し、本件出捐や本件支払（そのうち3000万円）とい
う損害の全額について賠償させるのは公平を失するから、寄与度に応じた因果関
係の割合的認定を行うのが合理的であり、D及び Eが食品衛生法違反を認識し
ながら本件販売の継続を決定し実行するという重大な法令違反行為が先行してい
ること、上記行為が本件出捐及び本件支払という損害の発生に不可欠な原因とな
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っており圧倒的に寄与していると考えられること、Y?が『大肉まん』に使用が
許されていない添加物が含まれていたという事実を認識した時点においては既に
本件販売が終了し、本件支払のうち3300万円も支払われていたこと等を斟酌し、
Y?は、本件出捐相当額である105億6100万円及び本件支払のうち3000万円の合計
105億9100万円のうち、５パーセントに当たる５億2955万円の限度で責任を負う
ものとするのが相当である。」
?そもそも、…食品販売事業を営む会社が、過去に、飲食に関する衛生の見地
から法律上使用することが許されていない添加物を含んだ食品を故意に販売して
いたという食品衛生法違反の犯罪行為に該当する事実及び『口止め料』の支払が
されていた事実等を消費者が知った場合、上記事実を消費者が知った時期や同社
が上記事実を自ら積極的に公表するか否かにかかわらず、消費者は、同社が販売
する食品の安全性について不信、不安を抱き、その結果として、同社の食品販売
事業の信用が損なわれ、同社が販売する食品の売上げが減少する蓋然性があるほ
か、同社の営む他の事業についても信用が損なわれ、売上げが減少する蓋然性が
あるものと推認される。
そして、本件は、Y?らに関する限り、…本件販売の対象となった『大肉まん』
を回収する余地がなくなっており、通常の使用量では健康に影響は出ないもので
あって、現に本件販売によって生命又は身体に被害を被った消費者はいなかった
し、口止め料の支払も終了していたという事案である。そうすると、本件全証拠
を総合しても、本件販売や本件支払の事実を消費者が知った時期が、Y??、Y?、
Y?、Y?及びY?が本件販売の事実を認識した平成13年７月や、A社が自ら積極
的には公表をしないこととした同年11月ではなく、本件販売や本件支払の事実が
新聞報道された平成14年５月であったことによって、A社のミスタードーナツ
事業及びその他の事業の信用がより損なわれ、売上げがより減少したものと認め
るには足りないし、平成13年７月以降にA社が本件販売の事実を積極的には公
表する等の措置をとらないことによってA社のミスタードーナツ事業及びその
他の事業の信用がより損なわれ、売上げがより減少する蓋然性があったものと認
めるにも足りない。したがって、Y?らが本件販売の事実を積極的に公表する等
の措置をとらなかったことと本件出捐との間に因果関係があるものとは認められ
ない。」
上記原審判決に対し、XおよびY?控訴。
【判 旨】
一部認容（上告、上告受理
(５)
申立）
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大阪高等裁判所は、上記争点①～③については原審判決を維持したが、④およ
び⑤については原審の判断を変更し、下記のように判示した。
④「大肉まん」販売認識後の対応について
?…Y?らは、本件混入や本件販売継続の事実がN側からマスコミに流される
危険を十分認識しながら、それには目をつぶって、あえて、『自ら積極的には公
表しない』というあいまいな対応を決めたのである。そして、これを経営判断の
問題であると主張する。
しかしながら、それは、本件混入や販売継続及び隠ぺいのような重大な問題を
起こしてしまった食品販売会社の消費者及びマスコミへの危機対応として、到底
合理的なものとはいえない。
すなわち、現代の風潮として、消費者は食品の安全性については極めて敏感で
あり、企業に対して厳しい安全性確保の措置を求めている。未認可添加物が混入
した違法な食品を、それと知りながら継続して販売したなどということになる
と、その食品添加物が実際に健康被害をもたらすおそれがあるのかどうかにかか
わらず、違法性を知りながら販売を継続したという事実だけで、当該食品販売会
社の信頼性は大きく損なわれることになる。ましてや、その事実を隠ぺいしたな
どということになると、その点について更に厳しい非難を受けることになるのは
目に見えている。それに対応するには、過去になされた隠ぺいとはまさに正反対
に、自ら進んで事実を公表して、既に安全対策が取られ問題が解消していること
を明らかにする共に、隠ぺいが既に過去の問題であり克服されていることを印象
づけることによって、積極的に消費者の信頼を取り戻すために行動し、新たな信
頼関係を構築していく途をとるしかないと考えられる。また、マスコミの姿勢や
世論が、企業の不祥事や隠ぺい体質について敏感であり、少しでも不祥事を隠ぺ
いするとみられるようなことがあると、しばしばそのこと自体が大々的に取り上
げられ、追及がエスカレートし、それにより企業の信頼が大きく傷つく結果にな
ることが過去の事例に照らしても明らかである。ましてや、本件のように6300万
円もの不明朗な資金の提供があり、それが積極的な隠ぺい工作であると疑われて
いるのに、さらに消極的な隠ぺいとみられる方策を重ねることは、ことが食品の
安全性にかかわるだけに、企業にとっては存亡の危機をもたらす結果につながる
危険性があることが、十分に予測可能であったといわなければならない。
したがって、そのような事態を回避するために、そして現に行われてしまった
(５) 平成20年２月12日、最高裁判所は本件上告を棄却し、本判決は確定した。2008年２月13
日付日本経済新聞朝刊39面。
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重大な違法行為によってA社が受ける企業としての信頼喪失の損害を最小限度
に止める方策を積極的に検討することこそが、このとき経営者に求められていた
ことは明らかである。ところが、前記のように、Y?らはそのための方策を取締
役会で明示的に議論することもなく、『自ら積極的には公表しない』などという
あいまいで、成り行き任せの方針を、手続き的にもあいまいなままに黙示的に事
実上承認したのである。それは、到底、『経営判断』というに値しないものとい
うしかない。
?したがって、Y?を除く取締役であったY?らに『自ら積極的には公表しな
い』という方針を採用し、消費者やマスコミの反応をも視野に入れた上での積極
的な損害回避の方策の検討を怠った点において、善管注意義務違反のあることは
明らかである。また、監査役であったY?も、自ら上記方策の検討に参加しなが
ら、以上のような取締役らの明らかな任務懈怠に対する監査を怠った点におい
て、善管注意義務違反があることは明らかである。」
⑤「大肉まん」販売認識後の対応と損害との間の因果関係について
?Y?及びY?の善管注意義務違反、さらには、その後の『自ら積極的には公表
しない』というあいまいで消極的な方針が、保健所の立ち入り検査後にマスコミ
各社の取材を受ける形で急遽公表を迫られ、それにより上記のような大々的な疑
惑報道がなされるという最悪の事態を招く結果につながったことは否定できな
い。したがって、Y?及びY?と、その他の一審被告らは、事実を知った時期及
び地位などに照らしその割合を異にするとはいえ、いずれもその善管注意義務違
反により損害が拡大したことに責任を負うべきである。」
?［本件出捐額である］105億6100万円のうちには、飲茶メニュー変更関連費用
中の『大肉まん』在庫品廃棄費用のように本件販売継続や公表遅滞による販売等
の禁止処分との因果関係が明確なものもあるが、その多くは、費目により因果関
係の濃淡は様々であり、…主には他の要因によって出捐の必要性が生じたのでは
ないかと疑われるものも少なくない。個別的な検討は不可能であるが、総額105
億余円全体にならして因果関係の程度をいうとすれば、その割合はかなり低いと
の心証を禁じがたい。また、…本件証拠上認められない事実に関する報道による
影響も大きく、これについてまでY?らに責任を負わせることは相当でない。
以上のような諸点及び本件証拠上認められる諸般の事情を総合して検討するな
らば、本件証拠上、Y?らの善管注意義務違反と相当因果関係にある損害は、上
記出捐額との関係ではかなり控えめにこれを算定するのが相当である。」
上記のように判示した結果、Y?には上記出捐額の５%、Y?には同じく上記出
捐額の５%と Zに対する支払額の一部である3000万円、Y?らその余の取締役・
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監査役については上記出捐額の３%についてのみ因果関係を認定した。
【研 究】
判旨の結論及び理由付けともに疑問がある。
１ はじめに
本件は、A社がフランチャイズ展開していた「ミスタードーナツ」において、
同社が食品衛生法上認可されていない添加物を用いた商品を製造・販売したこと
を巡り、当該事実を通報してきた取引業者に対する口止め料の支払い、および当
該事実がマスコミにより報道されたこと等に基づいて、フランチャイジーに対す
る補償等、多額の出捐がなされたことにつき、同社の株主により当時の経営陣で
ある取締役らに対して損害賠償請求訴訟が提起されたものである。
訴訟においては、実際に無認可添加物を使用した商品につき、それと知りなが
ら販売継続の決定を行った担当取締役２名（D及び E）に関して、訴訟係属中に
審理が分離され、本判決とは別に判決が下されて
(６)
いる。
その余の取締役（Y?～Y?・Y?～Y??）および監査役（Y?）らに関し、原審であ
る大阪地方裁判所は取締役１名（Y?）についてのみXの請求を一部認容し、他
の者らに対する請求は棄却した。原審判決に対する、XおよびY?の双方による
控訴を受けて、大阪高等裁判所が下したのが本判決で
(７)
ある。
本判決は、担当取締役を除いた他は、１名のみの取締役の責任を肯定するに止
まった原審判決を変更し、「大肉まん」販売にかかる不祥事には関与しなかった
ものの、後に当該事実を知りながらその公表をしなかった取締役ら全員の責任を
肯定した。
責任を肯定するにあたり、本判決は、当該不祥事を積極的に公表しない（「消
極的に隠ぺい」する）との判断を漫然と行い、取締役会において明示的に議論す
ることを怠った点を摘示するものであり、「企業の危機対応に対する司法の強い
(６) 大阪地判平成17年２月９日金判1214号26頁（一審）。大阪高判平成19年１月18日判時
1973号135頁（控訴審）。一審判決の評釈として、山地修「判批」判タ1215号172頁がある。
(７) 本判決の評釈として、後藤啓二「判批」ビジネス法務2006年11月号106頁、清水真「判
批」Lexis企業法務10号44頁（2006年）、中村信男「内部統制システムの構築・運用に係る
取締役・監査役の責任（上）（下）」監査役523号10頁・524号31頁（2007年）、畠田公明「判
批」平成18年度重判解102頁（2007年）、竹内朗「判批」NBL860号30頁（2007年）、松嶋隆
弘「裁判例にみる内部統制（２）ダスキン事件①」税理50巻４号131頁（2007年）、同「裁判
例にみる内部統制（３）ダスキン事件②」税理50巻６号82頁（2007年）北村雅史「違法行為
の隠蔽による信用の失墜と取締役の賠償責任－ダスキン事件高裁判決の検討－」商事1803号
４頁（2007年）がある。
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メッセージ」であるとの新聞報道もなさ
(８)
れた。
しかしながら、本判決について、これを取締役ら役員に対する「不祥事公表義
務」を認めたものと評価すべきかどうか、それとも従前から行われてきた善管注
意義務、とくにリスク管理義務を敷衍する裁判例の一つと解すべきであるのかに
ついては必ずしもはっきりしないようにも思われる。
本評釈では、近時においてもなお企業不祥事が頻発するな
(９)
かで、そのような不
祥事に対する企業の対応のあり方に関する判旨④を中心に、本判決の判断の枠組
み及びその射程について検討することとする。
なお、本件ではその他にも、「大肉まん」販売にかかるリスク管理体制構築義
務（判旨②）、因果関係の割合的認定（判旨⑤）など重要と思われる争点があるこ
とから、これらについても若干の検討を行う。
以上の３点につき、以下、判旨の順序に沿って検討を行っていくこととする。
２ リスク管理体制構築義務（判旨②）
(１) 取締役の監視義務
改正前商法および会社法を通じて明文の規定は置かれていないものの、取締役
会に代表取締役・業務執行取締役の監督権限が与えられていることから（会社
362条２項２号）、取締役は会社の業務執行に関して当然に監視義務を負うものと
される（取締役は取締役会の構成員である）。さらに、こうした監視義務の範囲は、
取締役会に上程されない事項にまで及ぶとするのが通説及び判例の立場で
(10)
ある。
したがって、各取締役は、代表取締役等に違法・不正がないかどうか注視し、も
しあれば取締役会の開催を求めまたは自ら開催して（会社366条）、その者からの
報告を求め、場合によってはその者を解職するよう働きかけるべきものとさ
(11)
れる。
(２) 信頼の権利（抗弁）
しかしながら、ある程度以上の規模を有する会社にあっては、取締役が他の取
(８) 2006年８月28日付日本経済新聞朝刊16面。また判タ1214号118頁解説も、「蛇の目ミシン
株主代表訴訟…に見られるように取締役の責任については厳しく解釈される方向にあると考
えられ、本件判決もその一例である。」とする。
(９) 食品業界に限っても、偽装表示、賞味期限切れの食品の再利用など枚挙に暇がない。
(10) 最判昭和48年５月22日民集27巻５号655頁。
(11) 非取締役会設置会社の取締役であっても、業務執行者としての立場から、かかる業務執
行の一環として、取締役会設置会社における取締役と同様、相互に監視義務を負うものと解
される。近藤光男・新注会（14）30条ノ２注釈６（有限会社の取締役に関するもの）。
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締役やその配下の従業員等によってなされる全ての業務を直接監視することは事
実上困難であり、また効率的かつ合理的な経営という観点からも適当でない。そ
のため取締役は、自己の職務の一部を他の取締役や配下の従業員に委ねる事が許
されるとともに、委任された者の行為については、特に疑念を差し挟むべき事情
がない限り、適法妥当なものとして信頼して良いとされる。いわゆる「信頼の権
利（抗弁）」で
(12)
ある。
ただし、こうした信頼の権利による保護は無条件にこれを受けることができる
ものではない。すなわち、かかる保護を受けるためには、取締役が、他の取締役
ないし従業員に正当な信頼を置くことができるような体制（権限の委譲、責任の
配分、従業員に対する指導監督体制等）が合理的かつ適正に整備されていること
（内部統制組織が確立していること）が前提と
(13)
なる。
(３) 内部統制システム構築義務
業務執行取締役の内部統制構築義務を明示した裁判例としては、大和銀行株主
代表訴訟事件
(14)
判決が著名である。同判決を受けて、平成14年の商法改正では、ま
ず委員会等設置会社（当時）における内部統制システムの構築が明文で義務化さ
れ（商法特例法21条ノ７第１項３号）、平成17年会社法においては、すべての大会
社および委員会設置会社について明文により義務化がなされた（会社法348条３項
４号・会社法施行規則98条［非取締役会設置会社］、362条４項６号・会社法施行規則
100条［取締役会設置会社］、416条１項１号ロホ・会社法施行規則112条［委員会設置
(15)
会社］）。
しかしながら、会社法も法務省令も、具体的にいかなる内容の内部統制システ
ムを構築すべきであるかについては必ずしも明確であるとはいえず、ある程度幅
(12) 近藤光男・新注会（６）266条注釈38、畠田公明『コーポレート・ガバナンスにおける
取締役の責任制度』71-73頁（法律文化社、2002年）。裁判例として、大阪高決平成９年12月
８日資料版商事法務166号152頁（大和銀行株主代表訴訟担保提供命令申立事件）、東京地判
平成14年７月18日判時1794号131頁（長銀イ・アイ・イ第一次訴訟第一審判決）などがある。
拙稿「判批」税経通信58巻６号200頁（2003年）参照。
(13) 裁判例として、東京高判平成７年９月28日判時1552号128頁（日本コッパーズ事件）、東
京地判平成11年３月４日判タ1017号215頁（東京電力株主代表訴訟）がある。拙稿・前掲注
（12）200-201頁（2003年）参照。
(14) 大阪地判平成12年９月20日判時1721号３頁。多数の評釈があるが、さしあたり岩原紳作
「判批」商事1576号４頁、同1577号４頁（2000年）参照。
(15) それ以外の会社においても、構築義務の履行が当然に免除されるわけではない。「株式
会社の業務の適正を確保」するために必要と判断されれば、当該構築義務は取締役の善管注
意義務の一部をなすことになる。
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を持たせた内容となっている。これはかかる義務内容が、当該株式会社の規模、
業務内容、組織体制等の、各社固有の要因によって様々に変わりうるものである
からであると考えられる。それでも、会社法等に定める当該構築義務の内容に関
しては、さらにこれを敷衍するために、いくつかの研究成果が公表されていると
ころで
(16)
ある。
(４) 判旨の検討
本件判旨は、「A社としては、平成12年当時、B社から『大肉まん』の供給を
受けるについて品質確保のために必要な措置を講じていなかったとまでは認める
ことができ」ず、また「A社における違法行為を未然に防止するための法令遵
守体制は、本件販売当時、整備されていなかったとまではいえない」などとして
内部統制システム構築義務違反の認定には極めて慎重な姿勢をとっているように
思われる。
過去の裁判例においても、例えば最近のものでは、雪印食品株主代表
(17)
訴訟な
ど、取締役の内部統制システム構築義務違反を否定した裁判例が散見される。
前述のように、内部統制システムに関しては、その適切な構築の在り方をめぐ
り、現在も議論が続けられているところであって、その内容は極めて流動的であ
るといえ、必ずしも確定した基準が存在するわけではない。本件発生当時（平成
12年）において、取締役の法的義務として、いかなる内部統制システムの構築が
求められるべきであったかについて、司法判断は相当の困難を伴ったとも考えら
れるし、またその後の議論の経過を踏まえて過去の行為について義務違反を認定
することはもちろん妥当でない。
しかしながら、代表取締役・業務執行取締役に対する監督が実際に機能するの
は、取締役会の場においてであり、取締役の監視義務は取締役会がその監督機能
(16) 企業行動の開示・評価に関する研究会「コーポレートガバナンス及びリスク管理・内部
統制に関する開示・評価の枠組について―構築及び開示のための指針―」（2005/08/31）
?http://www.meti.go.jp/press/20050831003/kigyoukoudou-set.pdf>、
企業会計審議会「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部
統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」（2007/02/15）
?http://www.fsa.go.jp/singi/singi kigyou/tosin/20070215.pdf>など。
とくに、前者では、その指針（２）「健全な内部環境の整備・運用」において、「コーポレー
ト・ガバナンス等についての全社的な調査、評価等を実施する統括部署を設置し、倫理規程
や法令遵守マニュアル等の作成、従業員に対するそれらの徹底を行うとともに、権限の過度
な集中や過度に広範な裁量の付与を避け、部門間の明確な相互牽制機能を維持することが重
要」であるとする。
(17) 東京地判平成17年２月10日判時1887号135頁。
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を十分に発揮するためのものであるから、監視義務を直接履行することが困難で
あるような場合には、その代替として、最低でも取締役会への不祥事等の事実の
伝達が確保されるような仕組みが用意されていなければならないものと考える。
その意味で、本件におけるように、業務担当取締役のレベルで違法行為等の不
祥事が握り潰されてしまうような体制では到底十分なのものとは言えず、上記
「信頼の権利」の前提を欠き、取締役の監視義務に違反するものと評価せざるを
得
(18)
ない。
また、本件においては、監査役が積極的な役割を何ら果たしていないと思われ
る点も問題である。従業員から監査役への直接の報告体制（Double Report-to体
制）の不備が指摘される
(19)
ほか、内部監査部門との連係についても、これを欠いて
いたように思わ
(20)
れる。
以上の問題点に鑑みれば、本件における取締役および監査役の内部統制構築義
務違反にかかる裁判所の認定には疑問が残る。
３ 役員の「不祥事公表義務」（判旨④）
(１) 本件における裁判所の判断枠組み
本判決では、「大肉まん」販売継続や「口止め料」支払については、いずれ公
になることが十分に予想されていたことを前提に、当時の取締役の不作為の相当
性を判断している。被告取締役らは、マスコミに当該事実が露見した場合におけ
る、A社が受ける打撃の重大性、積極的な対応策の可能性の検討を怠り、「その
必要性を軽視したまま『自ら積極的には公表しない』というあいまいな決定で事
態を成り行きに任せることにした」とする。すなわち、リスク顕在化の高い蓋然
性があるにもかかわらず、かかるリスクへの対処を怠ったことが取締役の善管注
(18) 伊勢田・前掲注（４）91-92頁は、内部統制システムの業務執行ラインからの独立性を
強調する。
(19) 中村・前掲注（７）「内部統制システムの構築・運用に係る取締役・監査役の責任
（上）」18頁。
(20) 日本監査役協会「内部統制システムに係る監査の実施基準」（2007/04/05）
?http://www.kansa.or.jp/PDF/el001070405b.pdf>
においても、コンプライアンス体制の監査（８条）、監査役への報告体制の整備（15条）、内
部監査部門等との連係（16条）などが規定されているが、これらは本件当時にあっても、監
査役に要求されてしかるべき職務内容と考えられる。
また、企業行動の開示・評価に関する研究会・前掲注（16）も、その指針（７）「業務執
行ラインから独立した監視（内部監査）の確立」において、「業務執行ラインから独立し、
高い専門性及び倫理観を有した内部監査部門を設置し、運用していくことが重要」であると
する。
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意義務に違反するものとされたのである。行為それ自体から公表の必要性を説く
のではなく、行為の結果招来されるリスクを勘案し、その対策として公表を位置
付けたものと考えることができよう。
判旨は「いわゆるクライシスマネージメント、公表を回避することによる不利
益が強調され、早期公表・説明の重要性が説かれていることや、それを実証する
ような具体的なケースが多数存在することは明らかである。そうすると、仮に積
極的な事実の公表が周到な準備のもとになされた場合には、現実に生じた損害の
うち相当程度のものが回避し得た可能性があったものと推認することができる」
とも指摘し、そのような措置を講じなかった被告取締役らに義務違反を認定する
のである。
不祥事の公表を、このようにリスク管理の問題であるとすれば、公表・非公表
の判断は、経営判断としていわゆる経営判断原則の適用対象となりうる。
(２) 不祥事公表義務の法的根拠
このように、本件判旨は、不祥事の公表をあくまでリスク管理の問題として、
善管注意義務違反の枠内で被告取締役らの責任の有無を判断しているように読み
取れるが、法令遵守義務（コンプライアンス）の一環として不祥事公表義務を導
くことができないであろうか。この点、広い意味でのコンプライアンスの反する
行為である捉える
(21)
見解や、本件判決を企業の社会的責任という観点から義務違反
を認定したものとする
(22)
見解も主張されているが、他方で、違法行為について告白
義務を定めた具体的法規が存在しない
(23)
こと、違法行為を公表しないこと自体は違
(21) 後藤・前掲注（７）110頁。
(22) 清水・前掲注（７）46頁。
(23) 伊勢田・前掲注（４）93頁。
この点に関し、行政法規の中には、公衆衛生・環境保護・消防・防犯など、一定の事業に
ついて、当該事業に従事する全ての者に、特定の事項につき答弁・報告記帳などを法律上義
務付けているものがあるが、その内容のいかんによっては刑事責任を問われる可能性がある
として、憲法38条１項（自己に不利益な供述）との関係で議論されていた。この点につき、
最判昭和47年11月22日刑集26巻９号554頁は、昭和40年改正前所得税法63条における質問検
査について、「（憲法38条１項）による保障は、純然たる刑事手続においてばかりではなく、
それ以外の手続においても、実質上、刑事責任追及のための資料の取得収集に直接結びつく
作用を一般的に有する手続には、ひとしく及ぶものと解するのを相当とする。」としながら
も、「もつぱら所得税の公平確実な賦課徴収を目的とする手続であつて、刑事責任の追及を
目的とする手続ではなく、また、そのための資料の取得収集に直接結びつく作用を一般的に
有するものでもないこと、および、このような検査制度に公益上の必要性と合理性」が存す
るとする。龍田節「開示制度の目的と機能」論叢110巻４・５・６号112頁（1978年）参照。
なお、平成15年改正食品衛生法は、「食品等事業者」に対し、「販売食品等」の安全確保の
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法行為ではない
(24)
ことを理由に、不祥事公表義務を直接に導くことには否定的な見
解も存在する。
この点、当該会社が上場会社であれば、本件のような事実もいわゆる適時開示
の対象に含まれるものと思われ
(25)
るが、本件におけるA社のような非上場会社の
場合であっても、債権者その他の利害関係人に対する社会的責任として、本件の
ような事実の開示を、これを当然のこととして取締役の善管注意義務の中に位置
付けても良いように思われる。そのように考えるとすれば、本件のような事実の
開示は、経営者の裁量行為ではないことから、経営判断原則の適用もないことに
なる。
(３) リスク管理としての不祥事公表義務―本判決の射程
上述のように、私見によれば、取締役は、会社の不祥事について当然にこれを
公表すべきものとなるが、本判決のように、不祥事の取り扱いをリスク管理の問
題として捉えるならば、そこで考慮されるべき要素としては、更なる被害拡大の
おそれや、被害者に対する救済の必要性などが第一に挙げられよう。しかしなが
ら、この場合、本件のように過去に発生した不祥事であり、しかも健康被害等の
現実の危険がほぼ存在しないと考えられる場合であっても、やはり取締役はかか
る不祥事を公表すべきかどうかがさらに問題となる。
すなわち、被告取締役らの主張に拠れば、「TBHQ混入の『大肉まん』による
実際の健康被害は考えられず、商品回収や官庁届出も今となっては不可能であ
り、他方、公表すれば消費者からの非難は免れず、食品販売事業を営む企業とし
ての信頼を損ねることが明らか」であり、「経営判断として、自ら積極的には公
表しないとの方針を決定した」ということであり、かかる「経営判断」に果たし
て合理性が認められるかということが問題となる。
しかしながら、たとえば会社企業である以上、その規模により程度の差こそあ
れ、多数の利害関係人が存在することや、現代社会は高度情報化社会であり、情
ため必要な措置を講じなければならないとし（食品衛生法３条１項）、「販売食品等」にかか
る記録の作成・保存を義務付けている（同２項）。その上で、「食品衛生上の危害の発生を防
止するために」国・都道府県へ記録を提供するほか、危害の発生原因の除去のために必要な
措置を講じなければならないとする（同３項）。
(24) 小出篤「平成一八年度会社法関係重要判例の分析〔下〕」商事1807号16頁（2007年）。
(25) たとえば、東京証券取引所「有価証券上場規程」?http://www.tse.or.jp/rules/regula-
tions/1-6.pdf>（平成20年４月21日）は、「当該上場会社の運営、業務若しくは財産又は当
該上場株券等に関する重要な事実であって投資者の投資判断に著しい影響を及ぼすもの」が
発生したときは、直ちにその内容を開示しなければならないものとしている（402条（２）
X）。
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報の流通密度が極めて高いことなどからすれば、将来にわたって不祥事が露見し
ない可能性は低いのではないかと考え
(26)
られ、そうであれば 不祥事を公表しない
とする経営判断に合理性を与える根拠もまた乏しいように思わ
(27)
れる。
原審判決は、「本件販売や本件支払の事実を消費者が知った時期が、…A社が
自ら積極的には公表をしないこととした同［平成13］年11月ではなく、本件販売
や本件支払の事実が新聞報道された平成14年５月であったことによって、A社
のミスタードーナツ事業及びその他の事業の信用がより損なわれ、売上げがより
減少したものと認めるには足りない」とし、信用毀損の面では何ら異ならないと
判示するが、単に露見した時期が異なるのみであるとして、これを評価すること
は妥当ではないように思われる。会社が自ら進んで不祥事を公表することと、他
者から強いられてこれを行うことは、その行為そのものの意味において決定的に
異なるものと言うべきで
(28)
ある。後者はいわばリスク管理の放棄とも言うべきもの
であり、その原因となった「進んで公表しない」という「経営判断」は、本判決
も「到底、『経営判断』というに値しないものというしかない」と厳しく断じた
行為であるというべきである。
こうした企業の信用や名声も、会社の重要な利益であって、その毀損を未然に
防止するとともに、被害の拡大を局限することも、いわゆる「レピュテーショ
ン・リスク・マネージメント」として重要で
(29)
ある。このような考え方に立つなら
ば、企業不祥事の速やかな開示は取締役のリスク管理にかかる善管注意義務の一
部を構成するものと考えられよう。すなわち、本件判旨も説くように、「自ら進
んで事実を公表して、既に安全対策が取られ問題が解消していることを明らかに
する共に、隠ぺいが既に過去の問題であり克服されていることを印象づけること
(26) 公益通報者保護法の制定（平成16年）および施行（平成18年４月１日）は、本件より以
後のことであるが、内部告発者保護の必要性は従前から主張されていたところである。内閣
府公益通報者保護制度ウェブサイト?http://www5.cao.go.jp/seikatsu/koueki/index.
html>参照。
(27) 松井秀樹「CSRと企業法務」法時76巻12号54頁（2004年）は、①企業自身による法令
違反の早期発見、②情報隠蔽が不可能であるという認識、③社会的責任にかかる意識向上と
いった要因を挙げ、法令上の義務の如何にかかわらず、不祥事の積極的な公表を行う企業が
増加しているとする。
(28) 本件判旨は、A社の社外取締役がY?に宛てて提出した提言書にも触れている。同書
は、先手を打ってマスコミに公表し、不安の無いことを周知させるべき旨説くものであっ
た。
(29) 伊藤邦雄＝加賀谷哲之「ブランドリスクマネジメントと企業価値」一橋ビジネスレビュ
ー54巻３号６-25頁（2006年）参照。伊勢田・前掲注（４）95頁は、これを「損害拡大回避
義務」であるとする。
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によって、積極的に消費者の信頼を取り戻すために行動し、新たな信頼関係を構
築していく途をとる」ことも十分に可能であったと考えら
(30)
れる。
以上から、本判決における被告取締役等の義務違反等にかかる結論部分に関し
ては正当であると考えるが、判決の射程については疑問が残る。取締役による事
実の非公表にかかる経営判断に合理性を認めうる場合が果たしてありうるのかど
うかということである。言い換えれば、不祥事の公表について、本件のような、
被告取締役等の判断の欠如が著しいという本件事案の特殊性を超えて、これをあ
くまでリスク管理の問題として処理するという本判決の判断枠組みそれ自体に対
する疑問でも
(31)
ある。
４ 割合的因果関係論（判旨⑤）
取締役の対会社責任についてはこれを連帯責任とするのが法の一貫した立場で
ある（平成17年改正前商法266条１項、会社法430条）。その趣旨は、結局は、他の取
締役の違反行為に共同・加功したことに対する責任であるということがで
(32)
きる。
しかしながら、こうした取締役の責任の加重に関しては、個人であり一般に資
力に乏しい取締役に、巨額にもなりうる会社の損害を負担させるのは、現実的で
なく、合理性を欠くとの批判も
(33)
強い。
そうした見地から、取締役の対会社責任、とりわけ株主代表訴訟による当該責
任追及の機能に関して、損害の塡補よりも違法行為の抑止に重点を置き、寄与度
に応じた減責ないしは割合的因果関係を肯定する説も有力に主張されて
(34)
いる。
(30) もっとも、これらの事実はネガティブ情報であることから、その取扱いには注意を要す
る。松井・前掲注（27）54頁。しかしながら、本件において原告も挙げている参天製薬の事
例（平成12年６月）や、雪印乳業の事例（同年同月）について、これらを適切に把握してい
れば、本件（同年12月～翌年11月）においても異なる対応がとれたのではなかろうか。
(31) 竹内・前掲注（7）36頁は、そのような余地を認める。
(32) 酒巻俊雄『取締役の責任と会社支配』25頁（成文堂、1967年）。
(33) 野村證券損失補塡株主代表訴訟事件最高裁判決（最判平成12年７月７日民集54巻６号
1767頁）における河合伸一裁判官の補足意見は、損益相殺や過失相殺の可能性を挙げたうえ
で、取締役等の賠償責任額を、「具体的事情に適合する合理的、現実的なものにする」べき
であるとする。
(34) この点、とくに監視義務を負うに過ぎないいわゆる平取締役の責任が過大に過ぎるとの
懸念が示されている。上村達男「取締役が対会社責任を負う場合における損害賠償の範囲」
商事1600号５頁（2001年）は、取締役が会社に対して連帯して損害賠償責任を負うとされる
のは、取締役の各自執行各自代表が原則であった昭和25年改正前商法の名残であると指摘す
る。しかしながら、業務執行行為に対する適法性監査のみが職責であるとされる監査役の責
任もまた、従前より取締役の責任と連帯するものとされていたことに鑑みると（平成17年改
正前商法278条）、業務執行権・代表権の所在と責任の連帯性との相関には疑問がある。
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このような考え方に対しては、一定の評価はするものの、条文の文言に反する
こともあってか、慎重な検討を要するとの見解も主張されているところで
(35)
ある。
思うに、条文上、役員の連帯責任の文言が維持されている以上、字義に反する
解釈は取りにくい。また平成17年会社法においては、連帯責任を負う者（役員
等）の範囲が拡大されていることからしても（会社法423条・430条）、経営全般に
携わる「一つのチーム」としての責任が重視されているようにも思わ
(36)
れる。
これまで取締役らの適正な責任の在り方については、２つのアプローチが取ら
れてきたように思わ
(37)
れる。一つは、判例法理としての経営判断原則の導入や、前
述の内部統制構築義務の明文化により、取締役の善管注意義務違反の認定基準を
精緻化し、取締役らが責任を負うべき場合を明らかにすることで、取締役らに予
測可能性を与えるアプローチであり、もう一つは、従前は原則として総株主の同
意という極めて厳格な要件を課していた責任免除制度（平成17年改正前商法266条
６項・会社法424条）に加え、一定の場合に一定の金額を限度として、取締役の責
任を免除する責任軽減制度（平成17年改正前商法266条７項以下・会社法425条以下）
を導入し、責任額を合理的な額に抑制しようというアプローチである。
これに加えて、さらに必ずしも基準が明確で
(38)
ない責任限定を行うべきかについ
ては、本当にそのような措置が必要かも
(39)
含め、さらに慎重に検討していく必要が
あるように思われる。
(35) 吉原和志「判批」リマークス15号106頁（1997年）は、安易な責任の限定は、監視義務
に対するインセンティブを弱めるおそれがあるとする。また江頭憲治郎『株式会社法』435-
436頁（有斐閣、第2版、2007年）はそのような解釈の必要性は認めつつも、なお検討する必
要があるとする。
(36) 酒巻・前掲注（32）26頁は、取締役の対会社責任については、取締役会の機関的機能を
遂行する場合には、機関としての一体性がその責任の個別性を制約するとする。監査役につ
いても業務監査は業務監督に準じるものとこれを見ることができるから、同様に解して良い
ものと思われる。なお、前田庸『会社法入門』496-497頁（有斐閣、第11版補訂版、2008年）
参照。
(37) なおこれとは別に、責任追及方法の在り方として、株主代表訴訟制度の整備が行われて
きた。具体的には、訴訟上の和解に関する規定の整備（平成17年改正前商法268条３-７項・
会社法850条）や被告取締役側への会社の補助参加の許容（平成17年改正前商法268条８項・
会社法849条２項）などである。さらに平成17年会社法では、濫用的な株主代表訴訟の提起
が制限される旨明確化された（会社法847条１項但書）。
(38) 日本航空電子工業代表訴訟判決（東京地判平成８年６月20日判時1572号27頁）において
は、被告取締役らに寄与度に応じた割合的責任を認めたが、かかる寄与度の積算根拠が必ず
しもはっきりしないことが批判されている（上村達男「判批」商事1434号15頁（1996年））。
(39) 役員等の個別の責任額に関しては、責任軽減制度によって対応すべきとの見解も示され
ている。畠田・前掲注（７）103頁。
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このように考えると、本判決における損害額の３％ないし５％という賠償責任
額の認定についても疑問が残るところである。
〔追記〕
脱稿後に、松井秀征「ダスキン株主代表訴訟事件の検討〔上〕〔中〕〔下〕」商事
1834号４頁、1835号20頁、1836号４頁（2008年）に接した。
以上
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